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MQ	ICT	Solutions 株式会社とのベトナムにおける新会社設立	

及び当該会社への出資に係る基本合意のお知らせ	

	

当社は、ベトナムの事業法人MQ	ICT	Solutions株式会社（代表取締役社長	DO	VIET	MANH、ハ

ノイ市	Thanh	Xuan	区	Nguyen	Ngoc	Nai	通り	167	ビル６階、以下、「ＭＱ」）と共同で、ベト

ナムにおけるC2Cマーケットプレース事業（フリマ事業※）及びEC事業等を目的とする新会社	

「ＭＯＫＩ」の設立及び本事業の開始の実現に向けた取組に関する基本合意を締結しましたので、

お知らせいたします。	

※	 フリマとは、フリーマーケットの略で、中古品や不用品を持ち寄って売買や交換をする市のこと	

	

記	

	

１.	新会社「ＭＯＫＩ」について	

(１) サービス概要	

ＭＯＫＩは、C2C マーケットプレースのスマートフォン・アプリ「MOKI」（以下、「本ア

プリ」）をベトナムで展開します。本アプリは、当初はアパレルや日用生活雑貨を中心に、

10 代〜30 代の若者及び子供を持つ主婦層向けの商品を幅広く取り扱います。また、決済

や集客の方法について、ベトナムの慣習や文化に柔軟に対応して参ります。	

ベトナムは、日本の「もったいない」という価値観を重視する文化的な類似性があり、

多くの中古品の売買が盛んですが、現状では小さな実店舗による取引がメインで、インタ

ーネットを活用した中古品の C２C はまさにこれから発展する市場であると見込まれます。	

事業の遂行及びシステム開発を支援するＭＱは、スマートフォン向けアプリ等の開発に

特化している企業であり、高い開発能力を有しているだけでなく、ベトナムの現地法人で

あることから、ベトナムにおける商慣習や文化に詳しく、ベトナム国内で利用する消費者

のニーズを的確に捉え、迅速に本アプリの改良等を行うことで早期に市場の獲得と拡大を

図って参ります。	

当社の連結子会社である株式会社美歴は、これまで同社サービスの「美歴」のアプリ開

発をＭＱと連携して行ってきた経緯があり、当社は、ＭＱの技術力を高く評価しておりま

す。	
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(２) 背景・出資の理由	

ベトナムは、人口 9,434 万人（※１）で ASEAN 第３位の人口であり、平均年齢は 29.6 歳

（※１）と日本の 46.5 歳（※１）と比較して非常に若い国です。また、ベトナム国内のスマ

ートフォン普及率は 36%（※２）と急速に上昇（前回調査時 20%）しております。実質 GDP

成長率 6.0%（※３）と、経済成長も著しいベトナムにおいては、今後スマートフォンに関

連したサービスの興盛は必然と言えます。	

当初は、ベトナム国内でサービスを提供して参りますが、事業の進捗等によって同じく

市場成長が好調な東南アジア周辺諸国への展開も視野に入れ、将来的には IPO を目指す方

針です。	

当社は、ＭＯＫＩへの出資を通じ、投資へのリターンを期待するのみならず、このよう

な環境にあるベトナム及びその近隣国の情報を得て、次なる投資等の機会を積極的に狙っ

て参ります。	

※１：出典	CIA『THE	WORLD	FACTBOOK』2015 年７月時点データ	

※２：出典	NNA.ASIA『スマホ普及率、昨年から倍増し 36％に』	

※３：出典	JETRO『ベトナム概況』	

	

(３) 新会社「ＭＯＫＩ」の会社概要	

名称	 ＭＯＫＩ	

所在地	 ベトナム国ハノイ市	

会社形態	 株式会社	

代表者の役職・氏名	 代表取締役社長	DO	VIET	MANH	

設立時資本金	 未定（ＭＱによる出資）	

設立年月日	 平成２８年３月（予定）	

増資	

設立後、ＭＯＫＩの第三者割当増資に応じて当社より現金出資

（USD60,000-相当額）を行い、増資後の出資比率をＭＱ75%、当

社25%とする。	

	

２.	ＭＱの会社概要	

名称	 MQ	ICT	Solutions株式会社	

所在地	
ベトナム国ハノイ市	Thanh	Xuan	区	Nguyen	Ngoc	Nai	通り	167	

ビル６階	

代表者の役職・氏名	 代表取締役社長	DO	VIET	MANH	

資本金	 USD350,000-	

事業内容	 スマートフォン・アプリ開発、WEBサービスの開発・構築	

設立年月日	 2013年５月16日	

	

３.	今後の見通し	

本件が当社グループの今期業績に与える影響につきましては、軽微であると認識しております。	

	

以上	


